
許可申請の際の添付書類等一覧（法人用）（なお、審査の必要性のため、下記以外の添付書

類を求める場合があります。） 
 
※表中の◎は添付しなければならないものです。○は従前の許可から変更がない場合に限

り省略できるものですが、省略する場合は変更がない旨の申出書を添付してください。 

 
 

添付書類等 
 

新規許可

申請 
更新許可

申請 
変更許可

申請 
積

替 
無 

積 
替 
有 

積 
替 
無 

積

替 
有 

積 
替 
無 

積

替 
有 

1 事業計画の概要 
【様式第六号の二 第１面～第５面】 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

 

2 

予定運搬先が県外の場合は許可証（収運・処

分業）の写し 
（有効期限が切れている場合は受付印が押

印された更新許可申請書の写しと従前許可

証の写し） 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 
3 

令第６条の１０に規定する使用人に係る委

任状 
※１該当者がいる場合のみ 

 
※１ 

 
※１ 

 
※１ 

 
※１ 

 
※１ 

 
※１ 

4 
政令使用人の職位証明書 
※２該当者がいる場合のみ 
（委任状の中に職位の記載があれば不要） 

※２ ※２ ※２ ※２ ※２ ※２ 

5 佐賀県産業廃棄物適正処理指導要綱 
遵守の誓約書（様式有り） 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

6 事務所付近見取図 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

7 事業場付近見取図 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

8 事業場平面図（様式有り） ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

9 収集運搬に供する容器等写真 
【様式第六号の二 第７面】 

◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

10 車両の写真【様式第六号の二 第６面】 
※車両ナンバー及びステッカーが鮮明に確

認できるもの 
※感染性産業廃棄物を運搬する車両につい

ては、車体の形状が「（冷蔵）冷凍車」とな

っているもの。 
 

◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

法人用 



 
 

添付書類等 

新規許可

申請 
更新許可

申請 
変更許可

申請 

積

替

無 

積

替

有 

積

替

無 

積

替

有 

積

替

無 

積

替

有 

11 （10 の車体の形状が冷凍車でない場合） 
※車体が保冷車であることのカタログ、証明

書等又は保冷容器の写真等を添付し、必要に

応じて保冷剤を使用することを事業計画の

概要の第５面の運搬に際して講ずる措置に

記載すること。 

◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

12 積替え保管場所付近見取図  ◎  ○  ○ 

13 
積替え保管場所平面図（様式有り） 
（掲示板設置箇所を明示すること） 

 
◎  ○  ○ 

14 
積替え保管施設平面図、立面図、構造図、掲

示板の図案 
 

◎ 
 

○ 
 

○ 

15 保管数量計算書  ◎  ○  ○ 

16 積替え保管行為説明書（様式有り）  ◎  ○  ○ 

17 事前選別に関する説明書（様式有り）  ◎  ○  ○ 

18 車検証の写し ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ 

19 事業場（駐車場）の土地登記事項証明書 
（地目が「田」「畑」の場合は、農地転用が

されたことが分かる書類） 

◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

20 積替え保管場所の土地登記事項証明書 
（地目が「田」「畑」の場合は、農地転用が

されたことが分かる書類） 

 ◎  ○  ○ 

 

21 

申請者に土地・建物・車両等の所有権がない

場合の使用承諾証明書（様式有り） 
（車両は車検証の使用者の欄に記載ある場合不要） 

（個人の場合、自署によること） 

 

◎ 

 

◎ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

22 
産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習

会修了証の写し（新規及び更新許可の場合は

原本照合を行う。） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

23 
事業の開始に要する資金の総額及びその資

金の調達方法【様式第六号の二 第８面】 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 



 
 

添付書類等 

新規許可

申請 
更新許可

申請 
変更許可

申請 
積

替

無 

積

替

有 

積

替

無 

積

替

有 

積

替

無 

積

替

有 

24 
直前３年の各事業年度における貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

25 
法人税（国税）の納税証明書（その１納税額

等証明用）（３カ年分） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

 
 

26 

収支計画書（様式有り） 
※３下記①～③に当てはまる場合のみ 
①直前期の自己資本比率がマイナスの場合  
②経常利益が直前期と３期平均の両方で赤字の場合 
③設立間もないため財務諸表及び納税証明書が提出でき

ない場合 

 
 

※３ 

 
 

※３ 

 
 

※３ 

 
 

※３ 

 
 

※３ 

 
 

※３ 

27 
定款（※押印必要）又は寄付行為の写し 
（余白に現行の定款に相違ない旨の証明を

記載すること） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

28 登記事項証明書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

29 本籍地の記載のある住民票（役員、株主、政

令使用人）（個人番号が省略されたもの） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

30 
法人株主の登記事項証明書（株主に自社以外

の法人がいる場合のみ） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

31 
欠格要件に該当しないことを誓約する書面

【様式第六号の二 第１０面】 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

 
 


